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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ハウジングと、
　前記ハウジング内に収容される少なくとも２つのポンプ媒体包含チャンバであって、第
１のポンプ媒体包含チャンバおよび第２のポンプ媒体包含チャンバを含む、前記少なくと
も２つのポンプ媒体包含チャンバと、
　前記少なくとも２つのチャンバの各々と流体連通する近位端及び外部環境と流体連通す
る遠位端を有するチャネルと、
　前記少なくとも２つのポンプ媒体包含チャンバに熱又は冷気の源を提供する少なくとも
２つの熱源又は冷気源であって、前記第１のポンプ媒体包含チャンバに熱又は冷気の源を
提供する第１の熱源又は冷気源、及び、該第１の熱源又は冷気源と別々に加熱又は冷却可
能であり、前記第２のポンプ媒体包含チャンバに熱又は冷気の源を提供する第２の熱源又
は冷気源を含む、前記少なくとも２つの熱源又は冷気源と、
　前記少なくとも２つのポンプ媒体包含チャンバの内部の温度を測定するための少なくと
も２つの温度センサーであって、前記第１のポンプ媒体包含チャンバの内部の温度を測定
するための第１の温度センサー、及び、前記第２のポンプ媒体包含チャンバの内部の温度
を測定するための第２の温度センサーを含む、前記少なくとも２つの温度センサーと、を
含み、
　前記第１のポンプ媒体包含チャンバおよび前記第２のポンプ媒体包含チャンバは、互い
に別々に加熱又は冷却されて、前記第１のポンプ媒体包含チャンバおよび前記第２のポン
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プ媒体包含チャンバの内の一方のみが流体を分配または吸引することができ、
　前記第１のポンプ媒体包含チャンバは前記第２のポンプ媒体包含チャンバよりも多量の
流体を分配可能であり、前記第２のポンプ媒体包含チャンバは分配される流体の総量を微
調整するために使用され、
　前記第１のポンプ媒体包含チャンバが多量の流体を分配すると共に、前記第１のポンプ
媒体包含チャンバによる分配が終了した後に、前記第２のポンプ媒体包含チャンバによる
流体の分配が行われて、分配される流体の総量が微調整されることができる、液体を吸引
及び分配するための計量装置。
【請求項２】
　前記少なくとも２つのポンプ媒体包含チャンバが３つのポンプ媒体包含チャンバを含み
、前記チャネルの前記近位端は前記３つのポンプ媒体包含チャンバそれぞれと流体連通し
ている、請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　それぞれのポンプ媒体包含チャンバが１０μＬ以下の体積を有する、請求項１に記載の
装置。
【請求項４】
　それぞれのポンプ媒体包含チャンバが５μＬ以下の体積を有する、請求項１に記載の装
置。
【請求項５】
　前記少なくとも２つの熱源又は冷気源の各々が、半導体基材上に作製される熱電ヒート
ポンプを含む、請求項１に記載の装置。
【請求項６】
　前記少なくとも２つの温度センサーの各々が、半導体基材上に作製されるサーミスタを
含む、請求項５に記載の装置。
【請求項７】
　前記半導体基材を少なくとも部分的に囲み、前記ポンプ媒体包含チャンバを形成するハ
ウジングを更に含む、請求項５に記載の装置。
【請求項８】
　前記ハウジングを取り付けるための電子回路基板、及び前記半導体基材から前記回路基
板まで延びる電気リードを更に含む、請求項７に記載の装置
【請求項９】
　液体を吸引及び分配するための方法において、
　液体を吸引及び分配するための計量装置を準備することであって、前記計量装置が、
　ハウジングと、
　前記ハウジング内に収容される少なくとも２つのポンプ媒体包含チャンバであって、第
１のポンプ媒体包含チャンバおよび第２のポンプ媒体包含チャンバを含む、前記少なくと
も２つのポンプ媒体包含チャンバと、
　前記少なくとも２つのチャンバの各々と流体連通する近位端及び外部環境と流体連通す
る遠位端を有するチャネルと、
　前記少なくとも２つのポンプ媒体包含チャンバに熱又は冷気の源を提供する少なくとも
２つの熱源又は冷気源であって、前記第１のポンプ媒体包含チャンバに熱又は冷気の源を
提供する第１の熱源又は冷気源、及び、該第１の熱源又は冷気源と別々に加熱又は冷却可
能であり、前記第２のポンプ媒体包含チャンバに熱又は冷気の源を提供する第２の熱源又
は冷気源を含む、前記少なくとも２つの熱源又は冷気源と、
　前記少なくとも２つのポンプ媒体包含チャンバの内部の温度を測定するための少なくと
も２つの温度センサーであって、前記第１のポンプ媒体包含チャンバの内部の温度を測定
するための第１の温度センサー、及び、前記第２のポンプ媒体包含チャンバの内部の温度
を測定するための第２の温度センサーを含む、前記少なくとも２つの温度センサーと、
　を含む、計量装置を準備することと、
　吸引される液体の供給源を準備することと、
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　前記チャネルの前記遠位端を前記液体と接触させることと、
　前記少なくとも２つの熱源又は冷気源の内の少なくとも１つで前記少なくとも２つのポ
ンプ媒体包含チャンバの内の少なくとも１つを冷却し、第１体積の液体を前記装置内に吸
引することと、
　前記少なくとも２つのポンプ媒体包含チャンバの内の少なくとも１つを加熱して第２体
積の液体を前記装置の外に分配することと、を含み、
　前記第１のポンプ媒体包含チャンバおよび前記第２のポンプ媒体包含チャンバは、互い
に別々に加熱又は冷却されて、前記第１のポンプ媒体包含チャンバおよび前記第２のポン
プ媒体包含チャンバの内の一方のみが流体を分配または吸引することができ、
　前記第１のポンプ媒体包含チャンバは前記第２のポンプ媒体包含チャンバよりも多量の
流体を分配可能であり、前記第２のポンプ媒体包含チャンバは分配される流体の総量を微
調整するために使用され、
　前記第１のポンプ媒体包含チャンバが多量の流体を分配すると共に、前記第１のポンプ
媒体包含チャンバによる分配が終了した後に、前記第２のポンプ媒体包含チャンバによる
流体の分配が行われて、分配される流体の総量が微調整されることができる、方法。
【請求項１０】
　ポンプ媒体が気体を含む、請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　前記少なくとも２つのポンプ媒体包含チャンバ内の気体圧力を測定するための圧力セン
サーを更に含む、請求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
　前記外部環境が周囲の大気圧である、請求項９に記載の方法。
【請求項１３】
　前記外部環境が、吸引及び分配される前記液体である、請求項９に記載の方法。
【請求項１４】
　前記第１体積が前記第２体積と同じである、請求項９に記載の方法。
【請求項１５】
　前記第１体積が前記第２体積と同じでない、請求項９に記載の方法。
【請求項１６】
　前記少なくとも２つのポンプ媒体包含チャンバ及びチャネル内の気体の体積が５０μＬ
以下である、請求項１０に記載の方法。
【請求項１７】
　前記少なくとも２つのポンプ媒体包含チャンバ及びチャネル内の気体の体積が４０μＬ
以下である、請求項１０に記載の方法。
【請求項１８】
　前記少なくとも２つのポンプ媒体包含チャンバ及びチャネル内の気体の体積が３０μＬ
以下である、請求項１０に記載の方法。
【請求項１９】
　前記少なくとも２つのポンプ媒体包含チャンバ及びチャネル内の気体の体積が２０μＬ
以下である、請求項１０に記載の方法。
【請求項２０】
　前記少なくとも２つのポンプ媒体包含チャンバ及びチャネル内の気体の体積が約２０μ
Ｌである、請求項１０に記載の方法。
【請求項２１】
　気体が包含されている前記少なくとも２つのポンプ媒体包含チャンバに液体が入らない
、請求項１０に記載の方法。
【請求項２２】
　前記気体が空気である、請求項１０に記載の方法。
【請求項２３】
　前記気体が、Ｎ２、ＣＯ２、Ａｒ、及びＨｅからなる群から選択される不活性ガスであ
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る、請求項１０に記載の方法。
【請求項２４】
　前記液体の体積が約０．２～５μＬの範囲である、請求項９に記載の方法。
【請求項２５】
　前記液体の体積が約５μＬ以下である、請求項９に記載の方法。
【請求項２６】
　前記液体の体積が約２μＬ以下である、請求項９に記載の方法。
【請求項２７】
　前記体積を吸引又は分配するために必要とされる温度差が理想気体の法則に基づく、請
求項９に記載の方法。
【請求項２８】
　前記温度差が少なくとも１℃以上である、請求項２７に記載の方法。
【請求項２９】
　前記温度差が少なくとも２℃以上である、請求項２８に記載の方法。
【請求項３０】
　前記温度差が少なくとも３℃以上である、請求項２９に記載の方法。
【請求項３１】
　試料中の１つ以上の分析物の存在又は量を決定する方法において、
　請求項１に記載の計量装置を準備する工程と、
　試料容器内に試料を準備する工程と、
　前記容器から、選択される量の試料を吸引する工程と、
　試験要素上に前記試料を分配する工程と、
　１つ以上の試薬を随意に準備する工程と、
　受容要素をインキュベートする工程と、
　前記試料を測定し、前記試料中の前記分析物の存在又は量を決定する工程と、を含む、
方法。
【請求項３２】
　前記試験要素が乾式スライド要素、光学的に透明なキュベット、又はストレプトアビジ
ンコーティングされたマイクロウェルのうちの１つ以上である、請求項３１に記載の方法
。
【請求項３３】
　請求項１に記載の計量装置を含む液体分配又は吸引ステーションと、
　試料の供給源及び試験要素と、
　随意に、試薬の供給源と、
　インキュベータと、
　試料を分析するための測定装置と、を含む、診断分析装置。
【発明の詳細な説明】
【開示の内容】
【０００１】
　本出願は、２００７年９月１０日に出願された、米国特許出願第６０／９７１，０１４
号に対する優先権を主張し、その内容が参照により全体として組み込まれる。
【０００２】
〔背景技術〕
　本発明は、特に診断分析の分野における、少量の液体の吸引及び分配に関する。特に、
本発明は、液体を吸引及び分配するために、少量の加熱又は冷却された気体を使用する計
量装置に関する。
【０００３】
　医療診断用途において使用されるものなどの計量装置が、当該技術分野において既知で
ある。例えば、ピペッターなどの計量装置は、一般的には、ソフトシステム又はハードシ
ステムとして分類される。ソフトシステムでは、吸引又は計量される液体は、空気のバル
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ク容量により、例えば、ピストンポンプなどのポンプ源と分離される。ソフトシステムは
、一般的に、２μＬ以上などの比較的大きな体積の液体を計量する場合に良好に機能する
。しかしながら、ソフトシステムは少量の液体を十分に吸引しない。１つには、これは、
ソフトシステムでは空気の体積が典型的には２００μＬよりも大きく、これにより空気が
、空気の圧縮性によって柔軟なバネとして機能するためである。結果として、流体粘度及
び流体表面エネルギーが計量性能に顕著な影響を及ぼし、これが少量の液体を正確に計量
することを困難にする。ハードシステムでは、ピストンポンプなどのポンプが、「作動液
体」の柱に、計量される液体を吸引又は分配させる。作動液体及び計量される液体は空隙
によって分離される。慣性効果、音響効果、及び脱気現象はシステム性能に悪影響を与え
る。したがって、既知のシステムは、少量の液体を十分に分配すること、特に、例えば、
低又はサブマイクロリットルの範囲の少量の液体を正確かつ精密に分配することができな
い。
【０００４】
　従来の計量装置の別の問題は、ポンプシステムが典型的には重く、寸法が大きいことで
ある。
【０００５】
〔発明の概要〕
〔発明が解決しようとする課題〕
　先述の理由により、既知の計量装置よりも精密かつ正確に少量の液体を計量することの
できる装置に対する必要性が存在する。既知の計量装置よりも軽く、小さい計量装置に対
する必要性もまた存在する。
【０００６】
〔課題を解決するための手段〕
　本発明は、少量の液体を計量するための装置に対する前述の必要性を満たす、器具及び
方法に関する。本発明はまた、既知の装置よりも軽く、小さな計量装置に対する前述の必
要性を満たす器具に関する。
【０００７】
　本発明の一態様により、液体を吸引及び分配するための計量装置が提供され、これは、
ハウジングと、ハウジング内部に収容される少なくとも１つのポンプ媒体包含チャンバと
、少なくとも１つのチャンバと流体連通する近位端及び外部環境と流体連通する遠位端を
有するチャネルと、ポンプ媒体包含チャンバに熱又は冷気の源を提供する少なくとも１つ
の熱源又は冷気源と、チャンバ内の温度を測定するための少なくとも１つの温度センサー
と、を含む。好ましい実施形態では、熱源又は冷気源は半導体基材に作製される熱電加熱
装置であり、温度センサーが半導体基材に作製され、ハウジングが半導体基材を少なくと
も部分的に囲い、ハウジングを取り付けるために電子回路基板が提供され、半導体基材か
ら回路基板に延びる電気リードが提供される。
【０００８】
　本発明の別の態様は液体を吸引及び分配するための計量装置を提供する。装置は、ハウ
ジングと、ハウジング内部に収容されるポンプ媒体（好ましくは、気体）包含チャンバと
、チャンバと流体連通する近位端及び外部環境と流体連通する遠位端を有するチャネルと
、ポンプ媒体包含チャンバに熱又は冷気の源を提供する熱源又は冷気源と、チャンバ内の
温度を測定するための温度センサーと、を含む。好ましい実施形態では、装置はチャンバ
内のポンプ媒体圧力を測定するための圧力センサーを更に含む。
【０００９】
　本発明の別の態様は液体を吸引及び分配するための方法を提供する。方法は、液体を吸
引及び分配するための計量装置を準備することであって、この計量装置が、ハウジング、
ハウジング内に収容されるポンプ媒体（好ましくは気体）包含チャンバ、チャンバ、チャ
ンバと流体連通する近位端及び外部環境と流体連通する遠位端を有するチャネル、ポンプ
媒体包含チャンバに熱又は冷気の源を提供する熱源又は冷気源、並びにチャンバ内の温度
を測定するための温度センサーを含む、計量装置を準備することと、吸引される液体の供
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給源を提供することと、チャネルの遠位端を液体と接触させることと、熱源又は冷気源で
ポンプ媒体包含チャンバを冷却して装置内にに第１体積の液体を吸引することと、ポンプ
媒体包含チャンバを加熱して、第２体積の液体を装置外に分配することと、を含む。
【００１０】
　本発明の更に別の態様は、試料中の１つ以上の分析物の存在又は量を決定する方法を提
供する。方法は、上記の計量装置を準備する工程と、試料容器内に試料を準備する工程と
、容器から、選択された量の試料を吸引する工程と、試験要素に試料を分配する工程と、
１つ以上の試薬を随意に準備する工程と、受容要素をインキュベートする工程と、試料を
測定して試料中の分析物の存在又は量を決定する工程と、を含む。
【００１１】
　本発明の更に別の態様では、診断分析装置が提供されている。分析装置は、上記の計量
装置を含む液体分配ステーション又は吸引ステーション、試料の供給源及び試験要素、随
意に試薬の供給源、インキュベータ、及び試料を分析する計量装置を含む。
【００１２】
　本発明の更なる目的、特徴及び利点が、以下の好ましい実施形態の詳細な考察から、当
業者に明白となるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明の好ましい実施形態による、計量装置を図示。
【図２】本発明の別の好ましい実施形態による計量装置を図示。
【図３】本発明の別の好ましい実施形態による計量装置を図示。
【図４】本発明の別の好ましい実施形態による、計量装置の概略断面図を図示。
【図５ａ】本発明の別の好ましい実施形態による、小型化された計量装置の様々な概略図
を図示。
【図５ｂ】本発明の別の好ましい実施形態による、小型化された計量装置の様々な概略図
を図示。
【図５ｃ】本発明の別の好ましい実施形態による、小型化された計量装置の様々な概略図
を図示。
【図５ｄ】本発明の別の好ましい実施形態による、小型化された計量装置の様々な概略図
を図示。
【図６ａ】本発明の別の実施形態による、電子回路基板に取り付けられた、小型化された
計量装置の概略切欠図を図示。
【図６ｂ】本発明の別の実施形態による、電子回路基板に取り付けられた、小型化された
計量装置の概略断面図を図示。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　本発明の一態様は、温度の変化に応じたポンプ媒体体積の変化を利用して、少量、例え
ば、低又はサブマイクロリットルの液体を吸引及び分配する計量装置である。吸引又は分
配され得る液体の量は、一般的に、約０．２μＬ～５μＬの範囲、好ましくは２μＬ以下
、１μＬ以下、０．５μＬ、０．２μＬまで、及び更には０．０５μＬまでである。計量
装置は、ポンプ媒体、例えば、空気又は他の任意の好適な気体、例えば、ＣＯ２、Ｎ２な
どの不活性ガス、又はＡｒ、Ｈｅなどの希ガスなどを含む、少なくとも１つのチャンバを
含む。使用され得る他のポンプ媒体は、金属などの高い熱膨張係数を有する固体、又はエ
タノールなどの液体を含み得る。金属は、例えば、ビーズ、顆粒などの、流動性の固体の
形態であってもよい。ここからは、本発明は、空気に関して記載されるが、前述のポンプ
媒体、特に気体のいずれかが使用されてよい。チャンバはチャネルと流体連通しており、
チャネルはまた外部環境と流体連通している。「外部環境」とは、チャンバ及びチャネル
の外側の環境、例えば雰囲気、又は吸引若しくは分配される液体を含む。チャンバは、チ
ャネルを通じてのみ、外部環境に対して開いている。好ましくは、チャンバには外部環境
と連通する単一の開口部のみが存在する。当然、例えば温度又は圧力センサーなどのモニ
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ター装置との連通を可能にする開口部が存在してよい。
【００１５】
　計量装置の少なくともチャンバと熱連絡するように、熱源又は冷気源が提供される。熱
源又は冷気源は、一般的にチャンバとのみ熱連絡するが、この（冷）熱源がまた、チャネ
ルの一部又は全体と熱連絡する場合もあり得る。以下でより詳細に説明されるように、本
発明は、体積の変化に対応する、チャンバ内で生成される温度差に依る。この体積の変化
は、気体を第１温度まで加熱する熱源によって生成されることがあり、チャンバ内の気体
が外部環境によって自然に熱伝導して周囲温度まで冷却し、それに応じて圧力が低下する
と、対応する体積の変化が生じる。したがって、別個の冷却熱源を必要としない。同様に
、体積の変化は気体を冷却する冷気源によって生成されてもよく、チャンバ内の気体が外
部環境によって自然に熱伝導して周囲温度まで加熱すると、対応する体積の変化が生じる
。したがって、別個の熱源を必要としない。しかしながら、好ましい実施形態では、自然
な熱伝導に対して比較的速い加熱及び冷却を提供するために、熱源及び冷気源の両方が提
供される。
【００１６】
　熱源及び／又は冷気源は当該技術分野において既知の任意のものであり得る。例えばペ
ルチェ効果に基づく熱電冷却又は熱電加熱、例えば熱電ヒートポンプであり、これは加熱
、冷却のいずれか、又は両方を行うことができる。別の熱源及び／又は冷気源は、外部か
ら加熱及び／又は冷却され、管又はパイプによって計量装置に提供される液体であり得る
。
【００１７】
　チャネルは、吸引又は分配される液体と、空気チャンバとの間の流体連通を提供する。
空気チャンバを画定するハウジングは、プラスチック、金属、セラミックスなど、任意の
好適な材料を含み得るが、プラスチックなどの断熱材料が好ましい。チャネルは、計量装
置の使い捨て不可能な延長部であってもよく、又は計量装置上に嵌合、好ましくは摩擦嵌
合する別個の使い捨て延長部であってもよい。別の実施形態では、チャネルは、使い捨て
部分及び使い捨て不可能な部分の両方を含み、細長い管の中に有利に嵌合する。例えば、
使い捨て不可能な部分は、診断分析装置で使用される、試料を収容する管などの、細い液
体容器内への挿入を促進する、計量装置ハウジングの細長い延長部であることができる。
計量装置の比較的長く細いチャネルの１つの利点は、試料の液体温度が、チャンバ内の温
度に殆ど影響しないことである。使い捨て部分は計量先端部の形態であり得る。計量先端
部は、液体に接触するチャネルの唯一の部分であり、したがって汚染を防ぐことがある。
【００１８】
　チャネルは、好ましくは、小さい断面直径の毛細管である。毛細管は、金属、ガラス、
プラスチック、石英、セラミック、及び様々なケイ酸塩を含むがこれに限定されない、多
くの材料から製作され得る。使い捨て不可能なチャネルの材料はプラスチック又は金属で
あり得るが、使い捨てチャネルの材料は液体と空気との間の熱伝導を極小化するために好
ましくはプラスチックである。底部における毛細管の外径は、吸引後の液体分離部でのメ
ニスカス効果を最小化するために、１ｍｍ未満である。
【００１９】
　上記のように、既知の計量装置における重要な問題は、少量の液体を正確かつ精密に吸
引及び分配することができないことである。少量の液体を計量することの問題としては、
毛細管効果及び粘性効果が挙げられ、これらは液体の特性に依存する。したがって、異な
る液体は毛細管効果及び粘性効果などの異なる特性を呈する。
【００２０】
　本発明において、計量装置を流体特性から本質的に独立させる、又はこれの影響を受け
ないようにすることが見出された。即ち、本発明の重要な特徴は、計量装置内に比較的小
さい空気体積を提供することである。空気体積は、一般的に、５０μＬ以下、好ましくは
４０μＬ以下、より好ましくは３０μＬ以下、更により好ましくは２５μＬ以下、及び最
も好ましくは約２０μＬ、又は１５μＬ、又は１０μＬ、又は５μＬである。空気の体積
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はチャンバ及びチャネルの両方を含むが、チャネルの体積はチャンバの体積に対して一般
的に小さい。以下に示されるように、少量の空気を使用することで、システムは本質的に
液体特性の影響を受けない。これは、遥かに大きな体積（例えば、１桁分大きな）と比較
した、少量の空気の相対的な非圧縮性によるものと考えられる。これにより空気は、毛細
管圧力などの他の力の影響を、より受け難い、比較的硬い空気バネとして機能する。加え
て、少量の空気はまた、特にチャンバ内における空気と加熱又は冷気表面との間の接触表
面積がチャンバの高さと比較して大きい場合、計量装置内における空気と熱源又は冷気源
との間の熱伝導効率を高める。チャネルは典型的には長く、小さな断面積を有し、吸引さ
れた液体とチャンバ空気との間の絶縁体として機能する。
【００２１】
　流体特性の本発明に対する効果が極僅かであることを例証するために、以下の実施例が
提供される。上記の計量装置は計量される液体内に挿入されるチャネルの遠位端を有する
。計量装置の少なくとも１つのチャンバ内の空気が冷却される。温度の低下の後、チャン
バ及びチャネル内部の空気体積が収縮し、液体を吸引するか、又は引き込むための負の圧
力を生じる。液体が流入し、チャンバ及び導管内の圧力が、雰囲気、例えば大気と同じに
なるとき（ここでは、重力及び毛細管効果は無視する）に平衡状態に達する。
【００２２】
　理想気体の法則がｐＶ＝ｎＲＴによって圧力（ｐ）、体積（Ｖ）及び温度（Ｔ）を関連
付ける。平衡に達した後（雰囲気と同じ定圧において）空気体積の変化は、下式によって
温度と関連付けられる。
【数１】

【００２３】
　温度がＴ１からＴ２に変化する際、空気体積の増加は、下式によって計算され得る。
【数２】

【００２４】
　Ｔ１＝２５℃（又は２９８Ｋ、室温）かつＶ１＝２０μＬであると想定した場合、０．
２μＬの空気体積の増加を生じるためには、温度Ｔ２は、２７．９８℃まで上昇するべき
である。０．２μＬの空気体積の減少を生じるために、温度Ｔ２は、２２．０２℃まで低
下するべきである。
【００２５】
　体積が一定に維持されるものと想定すると、同じ温度変化は圧力の変化を生じることが
あり、下式によって計算される。
【数３】

　２０μＬの空気体積中の０．２μＬの体積変化に必要とされる２．９８℃の温度変化で
は、圧力変化は１０１３．２５Ｐａ（１０１３２．５ダイン／ｃｍ２）である。この比較
的大きな熱圧力変化は、含まれる小さな空気体積から生じる。
【００２６】
　しかしながら、Ｖ１＝２００μＬである場合、０．２μＬの空気体積の増加は、０．２
９８℃のみの温度変化を必要とし、これは正確に達成することが困難である。生じる圧力
変化は、Ｖ１＝２０μＬである場合の１／１０であり、これは毛細管効果を克服すること
が困難であるシステムを生じ得る。
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　本発明の好ましい実施形態での、毛細管圧力の効果を例証するために、０．５ｍｍの半
径を有する導管が提供される。７０ダイン／ｃｍ（液体の高い方の端部）の表面張力を有
する液体を想定すると、液体が半球を形成するときに、可能な最も大きい毛細管圧力が導
管出口の端部において生成され、これは、下式である。
【数４】

【００２８】
　これは、先に算出された熱圧力と比較して相対的に小さい（～２７．６％）。含まれる
液体の小さな体積を考慮すると、重力効果は更に小さい。殆どの生物流体の表面張力は４
０～５５ダイン／ｃｍの範囲である。表面張力による圧力の変化は下式
【数５】

　の範囲内である。これは、先に算出された熱圧力の僅か約６％である。したがって、先
の理想化されたモデルを本発明に使用でき、したがって、本発明は液体特性の影響を比較
的に受け難い計量装置を提供する。これは、従来の計量装置に対する重要な利点である。
したがって、空気チャンバ内の好ましい温度変化は、およそ、１～３０℃、１～１０℃、
好ましくは１℃以上、好ましくは２℃以上、及び好ましくは３℃以上である。
【００２９】
　本発明の熱ポンプは、以下の表２に示される初期試験に示されるように、１μＬよりも
小さい体積の流体の吸引に関し、優れた性能を示した。いくつかの実施形態では、より広
い流体体積の範囲、特に範囲の下限（例えば、０．０５μＬ～１μＬ）で、かつ２．５℃
よりも大きな動作温度差で機能する熱ポンプを有し、温度のより良好な制御を可能にして
、温度の不正確性及び不確実性によって生じる誤差を極小化することが望ましい。しかし
ながら、温度変化は、熱的要因、効率性、熱源の加熱能力における制限のために、大きす
ぎないべきである。同時に、空洞内の初期空気体積は、システムが十分に硬く、システム
内の合計空気体積を最小化するように、２０μＬ未満であるべきである。
【００３０】
　以下の表１は、温度変化（デルタＴ）の関数として算出される空気体積変化（デルタＶ
）、及び熱ポンプのチャンバ内部の初期空気体積の非限定例を例示する。体積差を生成す
るために、プローブを５０℃までの温度まで予備加熱し、その後冷却させた。プローブが
冷却されると、プローブ内部の空気体積は、表１の最上部に示される初期量から、初期値
からそれぞれのデルタＴに関するデルタＶを引いた値まで収縮する。
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【表１】

【００３１】
　例えば、５μＬのチャンバ内の初期空気体積に関し、温度が２．５～３０℃の範囲で変
化する場合、体積変化は０．０３９～０．４６４μＬである。より大きなチャンバ内の初
期空気体積では、より大きな空気体積の変化が達成されて、同じ温度変化でより多くの液
体を吸引することを達成することができる。しかしながら、より小さい体積（例えば、０
．０５μＬ未満）の液体の吸引においては、それほど良好に機能することができない。
【００３２】
　したがって、好ましい実施形態は、好ましくはそれぞれがその独自の熱源及び／又は冷
気源を有する複数の熱チャンバを提供して、別々に動作し得る熱計量装置を形成し、２．
５～３０℃の温度変化で０．０５～１μＬの液体を吸引する目的を達成する。図４（後に
より完全に記載される）は、２チャンバの使用の概念を図示する。
【００３３】
　例として、図４では、それぞれのチャンバが５μＬの初期空気体積を有するものとして
想定すると、吸引する液体体積が０．４μＬ未満である場合、左の空洞のみが温度変化と
共に動作している必要がある。望ましい吸引体積が０．４μＬ超である場合、右及び左の
空洞が、同時に又は連続的に動作することができるが、同時の動作が速い吸引又は分配を
提供する。組み合わせたチャンバは、温度がそれぞれにおいて３０℃低下した場合、０．
９２μＬまでの流体を吸引する。更に広い範囲の吸引体積を達成するために、任意の好適
な数のチャンバ、例えば、３つ又は４つ以上のチャンバが使用され得る。
【００３４】
　ここで、図中に示される好適な実施形態を参照する。図１は、本発明の好ましい実施形
態による計量装置１０を図示する。予め画定された形状の、空気を含むチャンバ１１に温
度センサー１２及び随意に圧力センサー１３が取り付けられている。必須ではないが、圧
力センサーは、当該技術分野において既知であるように、先端部の詰まり又は気泡などの
計量誤差を監視するための手段を提供する。加えて、圧力は、Ｖ＝ｎＲＴ／ｐ（式中、Ｒ
は理想気体定数）を使用して測定温度と組み合わせた吸引体積を算出することによって、
計量される体積の正確性及び精密性を向上するために使用され得る。チャンバ１１は、熱
電ユニット１４、例えば、熱電ヒートポンプによって囲まれ、好ましくは絶縁材料（例え
ば、プラスチック）で構成されるハウジング１５の内部に取り囲まれる。チャンバ１１及
びハウジング１５の両方は、一端において、毛細管１６（又は他の任意の種類の小さな先
端）を支持する計量プローブとして機能する構造を形成する。ハウジングがまた熱電加熱
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装置を取り囲む場合、雰囲気への十分な通気が存在して、より有効なチャンバの冷却を提
供するべきである。先端部及びチャンバは開口部１７によって流体連通している。当然、
チャンバ及びチャネルは、一体型の形態であり、同じ材料及び更に同じ形状で作製されて
もよい。例えば、チャネルが使い捨て計量先端部の形状であるような用途においては、チ
ャンバ及びチャネルは使い捨て先端部の形であり得る。この場合、チャンバは計量される
流体の方向においてチャネルの手前にあり、熱電ユニットは先端部のチャンバ部分を少な
くとも部分的に囲む。
【００３５】
　１つの好ましい動作においては、圧力センサーは周囲圧力を獲得し、温度センサーは温
度を検出する。次に、先端部が下げられて、液体容器に入る。圧力センサーは圧力を再び
測定して、毛細管効果が毛細管にいくらかの液体を引き込んだかどうかを検出し、温度セ
ンサーは新しい温度を記録する。上記のように、毛細管効果は異なる試料（液体）におい
て異なるため、新しい圧力は含まれる液体の関数であり得る。
【００３６】
　理想気体の法則に基づいて計算が行われ、このときにどのくらいの液体が入ったかを決
定し、意図される吸引体積と比較される。次に熱電ユニットが、この計算と目標の吸引体
積に基づいて温度を上昇又は低下させる。毛細管効果を考慮するために圧力を監視するこ
とが好ましいが、液体の計量方法は温度測定単独によって実行されてよい。
【００３７】
　吸引が終わると、先端部が液体容器から引き上げられる。分配のために、温度の上昇が
行われて、毛細管内部の液体を排出する。混合が必要な場合は、液体を分配する前に冷却
と加熱のサイクルが実行され得る。
【００３８】
　別の好ましい動作では、チャンバは、プローブが吸引される液体内に挿入される前に特
定の温度まで加熱される。チャンバ内の空気は、これが加熱されると膨張する。液体への
挿入後、特定の量の液体を吸引するために、チャンバ内の空気は特定の温度まで冷却され
る。このように、吸引プロセスは、より速い熱伝導のために、より速い。
【００３９】
　図２は本発明の別の実施形態を図示する。この実施形態では、チャネルは使い捨て不可
能な部分（プラスチックハウジング１５の内部、及び延長部１８）及び使い捨て部分１６
の両方を含む。使い捨て毛細管先端部と内部の空気を接続するために、細いチャネル（例
えば、毛細管の寸法）を有する長い構造体が使用される。長いチャネルは、ポンプが細い
容器の内部の液体、例えば深い試料管内の試料に到達することを可能にする。プラスチッ
クハウジング１５の構造は好ましくはプラスチックである一方で、延長部１８はプラスチ
ック又は金属などの好適な材料であり得る。
【００４０】
　図３は、空気チャンバ１１の内部の温度変化を生じるための、更に別の方法を図示する
。この実施形態では、チャンバ１１の内部の温度は、液体熱交換器１９によって制御され
る。外部から加熱又は冷却された流体は、導管２１から計量装置に入る。熱交換が達成さ
れた後、流体は導管２２から出て、ここからこれは、更なる加熱又は冷却のために、外部
の（冷）熱源に戻り得る。
【００４１】
　図４は好ましい実施形態による別の実施形態を例示する。この実施形態では、上記のよ
うに、複数のチャンバ１１ａ及び１１ｂが利用されて、吸引及び／又は分配され得る体積
の範囲（特に範囲の下限）を拡大させる。この実施形態では、延長部１８はチャンバ１１
ａ及び１１ｂの両方と流体連通している。また、熱源又は冷気源、例えば熱電ヒートポン
プ１４ａ及び１４ｂが含まれ、これらそれぞれのチャンバを加熱する。これらのヒートポ
ンプは好ましくは別々に加熱又は冷却され、それによって一方のチャンバのみが、加熱又
は冷却されたときに、流体を吸引及び／又は分配する。特に好ましい実施形態では、それ
ぞれのチャンバに対して１つの熱源又は冷気源が提供される。複数のチャンバの実施形態
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では、チャンバの一方が他方のチャンバよりも著しく大きい場合がある。より大きいチャ
ンバはより多量の液体を分配するためであり、一方でより小さいチャンバはより少量の液
体のためであって、分配される液体の総量を微調整するために使用され得る。
【００４２】
　表２は本発明を使用して収集された実験データを示す。より具体的には、ポンプ媒体と
して空気を有する熱ポンプ計量プローブが水と共に使用された。空気チャンバの体積は約
２５μＬであった。２セットの吸引が行われた。第１（「デルタＴ１」と付番される）は
１０℃のデルタＴを有し、一方で第２セット（「デルタＴ２」と付番される）は５℃のデ
ルタＴを有する。それぞれのセットに対して１０回の吸引が行われた。デルタＴ１では、
液体メニスカスの形状を測定することによって得られた平均吸引体積は、０．８４μＬで
あり、標準偏差（ＳＤ）は０．０３μＬであり、変動係数（ＣＶ％）は３．９％であった
。デルタＴ２では、平均吸引は０．３９μＬ、ＳＤは０．０２、ＣＶは５．８％であった
。ＳＤ及びＣＶによって示されるように、結果の正確性及び再現性は優れていた。
【表２】

【００４３】
　金属の熱膨張が考慮されてもよいが、金属の熱変形によるチャンバ内の体積変化は極僅
かである。本発明の計量装置の他の利点は、小さくコンパクトな寸法であり、これは、装
置が緊密な構成で、例えば、ポイントオブケア分析装置で使用されることを可能にする。
計量装置は組み合わされて複数の計量装置を形成し、複数の吸引／分配を可能にし得る。
また、動く部分が無いことが、計量装置を点検修理の観点から望ましいものにする。
【００４４】
　計量装置は、試料中の１つ以上の分析物の量を決定するために、診断分析装置で使用す
ることができる。「分析物」は試料中の検出及び／又は数値化される任意の分子（１つ又
は複数）である。好ましい標的分析物としては、核酸、抗体、タンパク質、糖類などの生
体分子が挙げられる。試料としては、血液、血漿、血清、尿、髄液などの、任意の体液を
挙げることができる。
【００４５】
　このような診断分析装置は典型的に、試験要素などの消耗品の供給を含む。試験要素は
、その中に少なくとも１つの試薬が予め供給されている任意の反応槽、例えば、米国特許
第３，９９２，１５８号に記載されるような、いわゆる乾式スライド試験要素、又は米国
特許第５，４４１，８９５号に記載されるような１つ以上の抗体でプレコーティングされ
た空洞を有するカップ又はウェル、又は試薬を加えたキュベットを含む。他の種類の診断
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分析装置にはポイントオブケア（ＰＯＣ）計器が挙げられ、これは、典型的には側流スト
リップを含む。このような計器及びストリップは米国特許第７，４１６，７００号及び米
国公開特許出願第２００５／００４２７６６号に記載される。分析装置はまた、試料の特
定の態様を測定するための、電位計、反射率計、発光体、光透過率、光検出などの複数の
感光装置又は測定装置、試料を加熱するためのインキュベータ（１つ又は複数）、試薬の
供給、及び複数の試薬供給サブシステムを含み、これらは全て、どの時点においても、ア
クセスし、使用することができる。
【００４６】
　例えば、既知の分析装置としては、「乾式」化学システムが挙げられ、これは典型的に
は多くの乾式スライド要素を含む試料供給、計量／輸送機構、及び複数の試験検出ステー
ションを有するインキュベータを含む。計量装置を使用して、一定量の試料が吸引される
。次に、先端部からの一定量の試料が、インキュベータ内に搭載された乾式スライド要素
上に量りとられる（分配される）。スライド要素がインキュベートされ、分析物の存在又
は濃度を検出するために、光学的又は他の読取値などが測定される。
【００４７】
　別の既知の分析装置としては、「湿式」化学システムが挙げられ、これはキュベットな
どの反応槽を利用し、この中で、分析を行うために、一定量の患者試料、少なくとも１つ
の試料流体、及び／又は他の流体が合わせられる。分析試料がまたインキュベートされ、
分析物の検出のために試験が行われる。「湿式」化学システムはまた、患者試料流体を試
料供給具から反応槽に輸送するための計量機構を含む。本発明と共に使用され得る更に別
の分析装置は、いわゆるポイントオブケア「ＰＯＣ」分析装置であり、これは例えば、緊
急治療室の設備又は医院など、結果までの時間が重要である場合に使用され得る。
【００４８】
　既知の診断分析装置の例としては、いずれもオーソ－クリニカル・ダイアグノスティッ
ク社（Ortho-Clinical Diagnostics, Inc.）から販売される、ビトロス（Vitros）（登録
商標）ＥＣｉ免疫診断分析装置などの免疫診断分析装置、又はビトロス（Vitros）（登録
商標）５，１ＦＳなどの臨床化学分析装置が挙げられる。このような分析装置は全て診断
分析装置と総称される。代表的なシステムは、例えば、米国公開特許出願第２００３／０
０２６７３３号及び米国出願第１１／０９１，２８３号（２００５年３月２８日出願）に
開示され、両方とも本明細書において参照によりその全体が組み込まれる。
【００４９】
　本発明による計量装置は、試験管などの試料容器から、選択される量の試料を吸引する
。計量装置は試験要素に試料を分配する。上記のように、試験要素としては、少なくとも
１つの試薬が随意に予め供給されている任意の反応槽、例えば米国特許第３，９９２，１
５８号などに記載されるようないわゆる乾式スライド試験要素、又は米国特許第５，４４
１，８９５号に記載されるような１つ以上の抗体で予めコーティングされている空洞を有
するカップ若しくはウェル、試薬を加えたキュベット、又は試料を加えた側流試験ストリ
ップが挙げられる。
【００５０】
　同じ又は別の計量装置はまた、試薬源、例えば試薬ボトルから、１つ以上の試薬を随意
に加えることもできる。試験要素は次に、選択される時間にわたってインキュベートされ
る。インキュベートの後、受容要素が測定ステーションに移送され（又は、測定ステーシ
ョンがインキュベータ内部に位置する場合は、インキュベータ内部に留まってもよい）、
ここで試料が測定値され、試料内の１つ以上の分析物の量の存在を決定する。
【００５１】
　図５及び図６に代表される本発明の別の実施形態により、計量装置は、これがプリント
基板の構成要素として含まれ、上記のＰＯＣ又は「ラボ・オン・チップ」などの小型の用
途に使用され得る程度に作製及び小型化され得る。より具体的には、米国特許第５，７１
４，７９１号、同第６，７００，１７４号、及び同第７，３０７，３２８号、並びにＰＣ
Ｔ国際公開特許ＷＯ　９７／１３２８３号（これらは全て参照によりその全体が組み込ま
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れる）などに記載される周知の半導体製作技術を使用して、１つ以上の熱源／冷気源２１
（ペルチェ効果熱電ヒートポンプ）が、温度センサー（１つ又は複数）２３、例えばサー
ミスタ及び／又は圧力センサー（１つ又は複数）２４と共に、半導体基材上に製作され得
る。あるいは、例えば、サーミスタ、圧力センサー、熱電ヒートポンプなどのそれぞれの
装置は、別個に製作されて、セラミック基材などの基材に取り付けられてよい。熱電ヒー
トポンプ及びセンサーと共に、基材はハウジングで囲まれ、これは、上記の、ポンプ媒体
（例えば、空気）を含むポンプチャンバを形成する。ハウジング２５は、上記のように、
例えば、プラスチックなどの任意の好適な材料で作製することができ、ハウジング本体か
ら延びる延長部を有する。センサー又は熱電ヒートポンプ（１つ又は複数）に接続される
電気リード線２６は、ハウジングを通じて延び、インターフェース回路基板に取り付けら
れるように適合される。先端部がどのように向けられるかにより、延長部２７はまた、回
路基板２８を通じて延び、回路基板の下の延長部に取り付けられる先端部２９を有してよ
い。
【００５２】
　本発明による方法、特に加熱又は冷却は、当該技術分野において既知であるように、分
析装置のコンピューターコントローラーとインターフェース接続する、コンピューター読
み取り可能なプログラムコードを有するコンピュータープログラムによって実施すること
ができる。
【００５３】
　本発明の複合物、構成、プロセスに対して様々な修正及び変更が成され得ることが、当
業者にとっては明白となるであろう。したがって、本発明は、このような修正物及び変更
物を、それらが添付の特許請求の範囲及びそれらの等価物の範囲内に含まれるならば包含
することを意図される。
【００５４】
　先に引用された全ての出版物の開示は、それぞれが参照により個別に組み込まれている
のと同程度に、本明細書において参照によりその全体が明示的に組み込まれる。
【００５５】
〔実施態様〕
　　（１）　ハウジングと、
　前記ハウジング内に収容される気体包含チャンバと、
　前記チャンバと流体連通する近位端及び外部環境と流体連通する遠位端を有するチャネ
ルと、
　前記気体包含チャンバに熱又は冷気の源を提供する熱源又は冷気源と、
　前記チャンバの内部の温度を測定する温度センサーと、を含む、液体を吸引及び分配す
るための計量装置。
　　（２）　前記チャンバの内部の気体圧力を測定するための圧力センサーを更に含む、
実施態様１に記載の装置。
　　（３）　前記チャンバが前記外部環境と流体連通する単一の開口部を有する、実施態
様１に記載の装置。
　　（４）　前記チャンバ及びチャネルの体積が５０μＬ以下である、実施態様１に記載
の装置。
　　（５）　前記チャンバの体積が４０μＬ以下である、実施態様１に記載の装置。
　　（６）　前記チャンバの体積が３０μＬ以下である、実施態様１に記載の装置。
　　（７）　前記チャンバの体積が２０μＬ以下である、実施態様１に記載の装置。
　　（８）　前記チャンバの体積が約２０μＬである、実施態様１に記載の装置。
　　（９）　前記チャネルが毛細管を含む、実施態様１に記載の装置。
　　（１０）　前記毛細管は、その前記遠位端が分配される前記液体内に挿入されるよう
に適合される、実施態様９に記載の装置。
【００５６】
　　（１１）　前記毛細管が使い捨て部分を含む、実施態様９に記載の装置。
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　　（１２）　前記チャネルが前記開口部と前記毛細管との間の使い捨て不可能な部分を
更に含む、実施態様１１に記載の装置。
　　（１３）　前記使い捨て部分が使い捨て先端部である、実施態様１２に記載の装置。
　　（１４）　加熱及び冷却が、前記チャンバと熱連絡する熱電ヒートポンプによって提
供される、実施態様１に記載の装置。
　　（１５）　加熱及び冷却が、前記チャンバと熱連絡する加熱又は冷却された流体によ
って提供される、実施態様１に記載の装置。
　　（１６）　前記計量装置が診断分析装置と共に使用するためのピペッターである、実
施態様１に記載の装置。
　　（１７）　ハウジングと、
　前記ハウジング内に収容される少なくとも１つのポンプ媒体包含チャンバと、
　前記少なくとも１つのチャンバと流体連通する近位端及び外部環境と流体連通する遠位
端を有するチャネルと、
　前記ポンプ媒体包含チャンバに熱又は冷気の源を提供する少なくとも１つの熱源又は冷
気源と、
　前記チャンバの内部の温度を測定するための少なくとも１つの温度センサーと、を含む
、液体を吸引及び分配するための計量装置。
　　（１８）　前記少なくも１つのチャンバそれぞれにつき、少なくとも１つの熱源又は
冷気源を更に含む、実施態様１７に記載の計量装置。
　　（１９）　前記少なくとも１つのチャンバが２つのチャンバを含み、前記チャネルの
前記近位端は前記２つのチャンバそれぞれと流体連通している、実施態様１７に記載の装
置。
　　（２０）　前記少なくとも１つのチャンバが３つのチャンバを含み、前記チャネルの
前記近位端は前記３つのチャンバそれぞれと流体連通している、実施態様１７に記載の装
置。
【００５７】
　　（２１）　それぞれのチャンバが１０μＬ以下の体積を有する、実施態様１７に記載
の装置。
　　（２２）　それぞれのチャンバが５μＬ以下の体積を有する、実施態様１７に記載の
装置。
　　（２３）　前記熱源又は冷気源が、半導体基材上に作製される熱電ヒートポンプを含
む、実施態様１７に記載の装置。
　　（２４）　前記温度センサーが、半導体基材上に作製されるサーミスタを含む、実施
態様２３に記載の装置。
　　（２５）　前記半導体基材を少なくとも部分的に囲み、前記チャンバを形成するハウ
ジングを更に含む、実施態様２３に記載の装置。
　　（２６）　前記ハウジングを取り付けるための電子回路基板、及び前記半導体基材か
ら前記回路基板まで延びる電気リードを更に含む、実施態様２５に記載の装置。
　　（２７）　液体を吸引及び分配するための方法において、
　液体を吸引及び分配するための計量装置を準備することであって、前記計量装置が、
　　ハウジングと、
　　前記ハウジング内に収容されるポンプ媒体包含チャンバと、
　　前記チャンバと流体連通する近位端及び外部環境と流体連通する遠位端を有するチャ
ネルと、
　　前記ポンプ媒体包含チャンバに熱又は冷気の源を提供する熱源又は冷気源と、
　　前記チャンバの内部の温度を測定する温度センサーと、
　を含む、計量装置を準備することと、
　吸引される液体の供給源を準備することと、
　前記チャネルの前記遠位端を前記液体と接触させることと、
　前記熱源又は冷気源で前記ポンプ媒体包含チャンバを冷却し、第１体積の液体を前記装



(16) JP 5378383 B2 2013.12.25

10

20

30

40

50

置内に吸引することと、
　前記ポンプ媒体包含チャンバを加熱して第２体積の液体を前記装置の外に分配すること
と、を含む、方法。
　　（２８）　前記チャンバが２つのチャンバを含み、前記熱源又は冷気源が２つの熱源
又は冷気源を含む、実施態様２７に記載の方法。
　　（２９）　前記ポンプ媒体が気体を含む、実施態様２７に記載の方法。
　　（３０）　前記チャンバ内の気体圧力を測定するための圧力センサーを更に含む、実
施態様２９に記載の方法。
【００５８】
　　（３１）　前記外部環境が周囲の大気圧である、実施態様２７に記載の方法。
　　（３２）　前記外部環境が、吸引及び分配される前記液体である、実施態様２７に記
載の方法。
　　（３３）　前記第１体積が前記第２体積と同じである、実施態様２７に記載の方法。
　　（３４）　前記第１体積が前記第２体積と同じでない、実施態様２７に記載の方法。
　　（３５）　前記チャンバ及びチャネル内の気体の体積が５０μＬ以下である、実施態
様２９に記載の方法。
　　（３６）　前記チャンバ及びチャネル内の気体の体積が４０μＬ以下である、実施態
様２９に記載の方法。
　　（３７）　前記チャンバ及びチャネル内の気体の体積が３０μＬ以下である、実施態
様２９に記載の方法。
　　（３８）　前記チャンバ及びチャネル内の気体の体積が２０μＬ以下である、実施態
様２９に記載の方法。
　　（３９）　前記チャンバ及びチャネル内の気体の体積が約２０μＬである、実施態様
２９に記載の方法。
　　（４０）　前記気体包含チャンバに液体が入らない、実施態様２９に記載の方法。
【００５９】
　　（４１）　前記気体が空気である、実施態様２９に記載の方法。
　　（４２）　前記気体が、Ｎ２、ＣＯ２、Ａｒ、及びＨｅからなる群から選択される不
活性ガスである、実施態様２９に記載の方法。
　　（４３）　前記液体の体積が約０．２～５μＬの範囲である、実施態様２７に記載の
方法。
　　（４４）　前記液体の体積が約５μＬ以下である、実施態様２７に記載の方法。
　　（４５）　前記液体の体積が約２μＬ以下である、実施態様２７に記載の方法。
　　（４６）　前記体積を吸引又は分配するために必要とされる温度差が理想気体の法則
に基づく、実施態様２７に記載の方法。
　　（４７）　前記温度差が少なくとも１℃以上である、実施態様４６に記載の方法。
　　（４８）　前記温度差が少なくとも２℃以上である、実施態様４７に記載の方法。
　　（４９）　前記温度差が少なくとも３℃以上である、実施態様４８に記載の方法。
　　（５０）　試料中の１つ以上の分析物の存在又は量を決定する方法において、
　実施態様１に記載の計量装置を準備する工程と、
　試料容器内に試料を準備する工程と、
　前記容器から、選択される量の試料を吸引する工程と、
　試験要素上に前記試料を分配する工程と、
　１つ以上の試薬を随意に準備する工程と、
　受容要素をインキュベートする工程と、
　前記試料を測定し、前記試料中の前記分析物の存在又は量を決定する工程と、を含む、
方法。
【００６０】
　　（５１）　前記試験要素が乾式スライド要素、光学的に透明なキュベット、又はスト
レプトアビジンコーティングされたマイクロウェルのうちの１つ以上である、実施態様５
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０に記載の方法。
　　（５２）　実施態様１に記載の計量装置を含む液体分配又は吸引ステーションと、
　試料の供給源及び試験要素と、
　随意に、試薬の供給源と、
　インキュベータと、
　試料を分析するための測定装置と、を含む、診断分析装置。

【図１】 【図２】
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